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1 京都大学百年史は、京都大学百年史編集委員会が編集する京都大学百年

の歴史であり、総説編 1巻、部局史編3巻、資料編3巻よりなる。

2 部局史編は、平成 6(1994)年 3月31日現在、京都大学を構成する学部・

研究科・研究所・センタ一等の部局、医療技術短期大学部、および平成 5

(1993)年 3月31日に廃止された教養部について記述したものである。

3 部局史編 3巻の構成は、次の通りである。

部局史編 1 総合人間学部文学部教育学部大学院法学研究科・

法学部経済学部大学院理学研究科・理学部大学院

医学研究科・医学部、医学部附属病院 薬学部

部局史編 2 工学部農学部農学部附属農場農学部附属演習林

大学院人間・環境学研究科 (旧)教養部化学研究所

人文科学研究所胸部疾患研究所原子エネルギー研究

所木質科学研究所

部局史編3 食糧科学研究所防災研究所基礎物理学研究所ウイ

ルス研究所経済研究所数理解析研究所原子炉実験

所霊長類研究所東南アジア研究センタ一保健管理

センタ一 大型計算機センター 放射性同位元素総合セ

ンタ一 体育指導センター へリオトロン核融合研究セ

ンター放射線生物研究センタ一環境保全センター

情報処理教育センター超高層電波研究センター アフ

リカ地域研究センター 遺伝子実験施設生体医療工学

研究センター 留学生センタ一生態学研究センター

埋蔵文化財研究センター 医療技術短期大学部 (本巻)
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4 記述については、以下の要領によった。

(1) 敬称・敬語は使用しない。

(2) 本文は常用漢字、現代仮名遣いを使用した。ただし、人名などの固有

名詞およびかな書きでは意味をとりにくい用語などは ζ の限りではな

し、。

(3) 資料引用文は常用漢字を用いたが、かなづかい、送りがなは原文によ

った。

(4) 原則として和文の書名・雑誌名・新聞名等は rJ、論文名・研究題

目等は rJで表し、欧文の場合はそれぞれ“ "、 ‘ 'で表記した。

(5) 年代の表記は、年号・西暦の併記を原則とし、どちらを主とするかは

各部局内部で統ーをはかった。

(2) 
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編集後記

一一『部局史編JJ 1 -3について一一

京都大学が平成 9(1997)年 6月18日に創立百周年を迎えるに当たり、その

記念事業のーっとして『京都大学百年史~ (以下、『百年史』と略記)を刊行す

ることが、京都大学創立百周年記念事業委員会において承認されたのは、平

成元年11月のことであった。翌平成 2年9月11日には「京都大学百年史編集

委員会要項」が制定されて、京都大学創立百周年記念事業委員会の下に百年

史編集委員会が設置された。百年史編集委員会は、創立百周年記念事業委員

会の委員若干名(1号委員)、各部局の教官各 1名(2号委員)、その他総長が

必要と認める教官若干名(3号委員)から構成され、『百年史』の構成及び内容

に関する基本的計画の立案その他編集の総括を行うことを任務とするもので

ある。平成 2年11月7日に開催された第 1回編集委員会では、百周年記念事

業委員会委員長である西島安則総長より編集委員長として西田龍雄附属図書

館長(文学部)が指名され、次いで副委員長に日高敏隆(理学部)、編集主任に

服部春彦(文学部)、専門委員に筒井清忠(文学部)、村松岐夫(法学部)、高橋

康夫(工学部)、海原徹(教養部)、宮本盛太郎(教養部)、嘱波護(人文科学研究

所)、実行委員に卯本重郎(工学部)、足利健亮(教養部)、畑中正一(ウイルス

研究所)、土屋健治(東南アジア研究センター)各委員が選出された。またこの

第 1回編集委員会では、編集委員長、副委員長、編集主任、専門委員から構

成される専門委員会が以後『百年史』全体の編集方針を立案するほか、総説

部分の執筆や、各部局執筆原稿の調整などに当たることが了承された。

次いで、平成 3年6月4日開催の第 2回編集委員会において、専門委員会で
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立案された『百年史』編集大綱案及び同執筆要綱案が承認された。この編集

大綱によって、『百年史』は7巻編成(A5判、横組み)とし、各巻約1，000頁

を見積もり、総説編に 1巻、部局史編に 3巻、資料編に 3巻を充てることが

決定された。全体を通じての主要な編集方針は、以下の通りである。

(1) 近・現代の日本の国家、社会の歩み、学術、文化、教育の発展を背景

におき、かつ世界的な視野に立って、京都大学百年の歴史を記述する。

(2) 京都大学の歴史をふりかえることによって、大学の現状についての認

識を深め、 21世紀へ向けての新しい大学像の探求にも役立ちうるものを

めざす。

(3) 既刊の『京都帝国大学史』および『京都大学七十年史』の続編として

ではなく、可能な限り新資料の発掘につとめ、新しい視点を加味しつつ、

創立前史から1997年までの歴史を一貫して叙述する。

(4) 明治初年以来の教育政策と教育制度の史的展開の中に京都大学を住置

づけ、わが国の高等教育全体の中で京都大学が果たした役割を明らかに

する。

(5) 京都大学の伝統と学風を明らかにするため、創立当時の事情はもとよ

り、大学自治の歴史の上で重要な諸事件についても詳しく述べる。また

『七十年史』においてはその真相が十分に記されていない新制大学発足前

後の事情についても立ち入って論じる。

また時代区分としては、創立前史からの京都大学の歴史を、前史(明治 2年

から30年まで)、第 l期(明治30年から大正 7年まで)、第 2期(大正 8年から

昭和21年まで)、第 3期(昭和22年から42年までに第 4期(昭和43年以降)の 5

期に大きく区分することになった。

以上の編集方針は部局史編にも基本的に適用されるものであったが、部局

史編の内容については、各部局における学術研究の発展を主要なテーマとし

1070 



ながら、カリキムラムの変遷など教育の実際についても可能なかぎり言及し、

また学科別、教室別に専門の学問の発展を述べるとともに各部局の全体的な

動向にもできるだけ詳しく触れることを基本方針として定めた上で、具体的

な執筆方法については部局に一任することになった。また各部局への割当頁

数は、当該部局の開設以来の経過年数と講座数及ぴ部門数・附属施設数を基

準とすることになり、それに基づいて算出された割当頁表が承認された。な

お、第 1回編集委員会以後、平成 3年 4月に大学院人間・環境学研究科と生

態学研究センターが、平成 4年10月には総会人間学部が設置され、翌 5年 3

月には教養部が廃止されることになる。部局の前史の取り扱いについては、

第2回編集委員会において、当該部局においてまたは関連部局聞の協力の下

に記述することが申し合わされていたが、教養部の歴史については、教養部

史編集・執筆委員会の希望もあり、総合人間学部の歴史とは独立した形で記

述することになった。

第2回編集委員会の後、平成 3年末までにほとんどの部局において部局編

集委員会が組織され(委員の氏名は後掲の通り)、資料の収集その他、執筆の

準備が開始された。部局の編集委員会は、多くの学部において学科あるいは

教室単位で選ばれた教官から構成されたが、研究所やセンターでは事務職員

が加わったところもある。委員長は大多数の場合、中央の編集委員会の各部

局選出委員(2号委員)が兼ねた。また部局によっては、既設の年史編集委員

会が『百年史』の編集委員会を兼ねたところもある。原稿の執筆体制も部局

によって様々であり、編集委員が分担して執筆したところ、それぞれの教室

や講座で執筆された原稿を編集委員が取りまとめたところ、さらには中央の

編集委員会の部局選出委員が一人で執筆責任を貰ったところなどがある。

『百年史J 7巻の刊行の時期と順序が正式に決まったのは、平成 5年11月

16日の第 3回編集委員会においてであり、平成 9年 6月の創立百周年時に部
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局史編第 1巻~第 3巻をまず刊行し、次いで平成10年6月に総説編と資料編

第 1巻、平成11年 6月に資料編第 2巻、平成12年 6月に資料編第 3巻を順次

刊行することになった。この計画に基づいて部局史編の原稿締切は平成 6年

9月末日とすることになった。また、総説編及び部局史編の総索号I(人名・事

項索引)を作成し、それを資料編第 3巻の巻末に付すこと、さらに百年史写真

集を編集し、部局史編と同時に刊行することが決まった。

この間、平成 3年 4月には附属図書館の 4階に 『百年史』事務室が設置さ

れた。同年6月10日には「京都大学百年史編集史料室J(以下、編集史料室と

略記)と名称が定められ、 『百年史』及ぴ百年史写真集の編集作業をはじめ、

『百年史』関係史料の収集、整理、保存、各部局聞の連絡調整等の諸業務を行

うことになった。その後平成 7年9月12日に編集史料室要項が制定され、 f百

年史』編集委員長が兼ねる室長と助手 1名(平成 5年4月西山伸が就任)、附

属図書館専門員 1名、及び数名の非常勤室員によって組織される編集史料室

の体制が整うことになる。

また、専門委員会のメンバーにも大きな変化があった。初代編集委員長の

西田龍雄図書館長は平成 4年3月に停年退官し、同年 4月図書館長となった

朝尾直弘教授(文学部)が第 2代の編集委員長に就任した。また日高敏隆副委

員長は平成 5年 3月停年退官し、代わって加藤邦男委員(工学部)が副委員長

に就任した。また専門委員として伊藤孝夫(法学部、村松岐夫委員の後任)、

西山伸(文学部、編集史料室)、佐々木丞平(文学部)、伊藤之雄(法学部)、永

井和{文学部)、高橋秀直(文学部)、 実行委員として西川幸治(工学部、卯本重

郎委員の後任)、愛宕元(総合人間学部、足利健亮委員の後任)が新たに加わる

ことになった。

その後平成 7年 3月には朝尾編集委員長が停年退官し、新図書館長の長尾

真教授(工学部)が第 3代の編集委員長となった。さらに平成 9年 4月には長
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尾図書館長が大学院工学研究科長・工学部長に転じたため、新図書館長の万

波通彦教授(大学院工学研究科)が第 4代の編集委員長に就任した。

さて、各部局からの原稿は平成 6年 9月半ばから提出され始め、同年末ま

でに全体の約 7割の部局から編集史料室に原稿が寄せられた。残りの大多数

の部局からも平成 7年 6月までに原稿が届いたが、一部の部局からの原稿提

出は平成 8年初めに持ち越された。部局から提出された原稿は、内容の調整

と表記や構成の統ーのために専門委員が分担して目を通し、さらに編集史料

室において全体を詳細に吟味した上で、修正が必要と思われる箇所や疑問点

を明示した文書と「表記統ーのためのガイドラインlを添えて原稿をそれぞ

れの部局に戻し、再検討を依頼した。そして平成 7年末までに大多数の部局

から修正原稿が寄せられたが、編集史料室において問題点が解決されたかど

うかを点検し、なお疑問が残る場合には再度部局の編集委員会に修正と確認

を依頼した。すべての部局の原稿が完成し印刷に入ったのは平成 8年 6月で

ある。初枝と再校は各部局に依頼したが、編集史料室でもすべてのゲラ刷り

に目を通し、なお残る問題点についてはいま一度部局に問い合わせ、その解

決に努めた。このように部局史編の編集作業は、あくまでも各部局の主体性

において進められたが、原稿の調整段階及び校正段階においては、部局の編

集委員会と中央の編集委員会、編集史料室とが緊密に連絡をとりながら作業

が進められた。編集史料室からの度々の依頼にも快く応じて下さった各部局

の編集委員会に対して謝意を表したい。

ところで、部局史編の編集に当たって頭を悩ましたもう一つの点は、記述

の対象時期をどこまでとするかということであった。この点については創立

百周年にできるだけ近い時点まで記述することがもとより望ましいが、他方

において百周年時までに部局史編を刊行することが至上命令とさ瓦τとおり、

原稿調整に必要な期聞をも考慮、して部局史編の原稿締切は平成 6年 9月末日
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に設定されていたので、記述内容の時間的下限は平成 6年 3月末日とするの

が妥当で、あろうと専門委員会では判断した。しかし、折しも京都大学は大学

院重点化をはじめとする全学的な組織再編のただ中にあり、平成 6年 3月末

で機械的に記述を打ち切ることには無理があるとの意見がいくつかの部局か

ら表明された。そこで上述の第 3回編集委員会で協議の結果、「記述は平成 6

年 3月末までの内容(できごと)とするが、改組(組織替え)等でやむを得ず原

稿の‘追加・訂正が必要になった場合には、原稿調整期間内(平成 7年12月末ま

で)においてこれを行うものとする」ことが申し合わされた。それ故、部局に

よっては平成 7年度の新しい体制に言及しているところもあるが、基本的に

は上の方針に従って記述されているはずである。たとえば、本学教官の現職

などは平成 6年 3月時点の職名になっており、年次的な統計数字も原則とし

て平成 6年3月時点までしか掲げられていない。また、平成 6年4月以降に

開設された高等教育教授システム開発センタ一、大学院エネルギー科学研究

科、エネルギ一理工学研究所、アフリカ地域研究資料センタ一、総合博物館、

総合情報メディアセンターの各部局については本編では記述されていない。

なお、これら部局の開設及ぴ既存の部局の百周年時までの重要な組織上の変

化については、総説編において正確に記述されるはずで、ある。

以上の経緯により、この部局史編に収録されているのは、平成 6年3月末

現在の京都大学の全部局と医療技術短期大学部及ぴ旧教養部の歴史である。

ただし、各部局の名称は、上述のように改組がらみの加筆・訂正が行われた

ことを考慮して、平成 7年 4月の時点での名称を採用することにした。記載

の順序は、学部・研究科については国立学校設置法の記載順に従い、研究

所・センタ一等については原則として設置順によっている。なお、事務局(庶

務部・経理部・施設部・保健診療所)、学生部及ぴ附属図書館の歴史は部局史

編には含めず、総説編に収録することになっている。
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部局史編及び百年史写真集の刊行期日は当初、平成 9年6月に設定されて

いたが、創立百周年の記念式典が平成 9年11月2日に行われることから、そ

れに合わせて刊行することになった。なお、編集委員会では現在、部局史編

の刊行準備と並行して、専門委員会及ぴ編集史料室を中心に総説編及び資料

編の編集に取り組んで、いるが、その経過については総説編の編集後記におい

て触れられる予定である。

『百年史』の編集事業が開始されて以来、編集史料室として、また各部局

において、聞き取りなどを含め資料の閲覧・収集の面でご協力いただいた学

内外の個人と機関は多数にのぼる。以下に部局史編編集に関する協力者及び

機関のお名前を記し、心から感謝の意を表しておきたい。

杉原四郎伊ケ崎暁生加藤篤二岡本道雄太藤重夫佐々木和夫

三河春樹一色信彦山田淳三堀了平西朋太鈎三郎樫井彰若

林二郎岩崎又衛 端 野 朝 康 竹 原 善 一 郎 西 川緯一北尾幸一市原

松司葛西善三郎森田雄平岩井和夫竹野兵一郎上野義夫田中

春高今井六雄神岡茂子星野聴清水栄重松恒信手塚晃清野

武大野豊湯川記念財団理論物理学刊行会(順不同)

最後に、 4年余にわたり『百年史』編集の実務面において中心的役割を担

ってこられた西山伸助手、様々な編集業務を担当された井狩らく子、小山隆

義、奥典子 3専門員はじめ編集史料室室員諸氏並ぴに附属図書館関係諸氏に

対して厚 くお礼を申し上げたい。また本書の製作を引き受けられた第一法規

出版株式会社、わけでも編集担当の南郷康志氏に深い謝意を表する。

平成 9年 6月

京都大学百年史編集委員会編集主任 服部春彦
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部局編集委員会委員氏名一覧
((t)は、委員長または責任者)

総合人間学部

足利健亮 大谷晋ー 愛宕元 小畠啓邦 富田博之

内藤道雄 山田誠

2 文学部

内山勝利 鎌田元一 清水御代明 日野龍夫 平田昌司

間野英二 水垣渉(t)(平成 3年 4月-6年 3月)

山口知三。(平成6年 4月一 7年10月) 池田秀三。(平成 7年10月-)

3 教育学部

山崎高哉O 天野正輝 岡田康伸

竹内洋 川崎良孝

4 大学院法学研究科・法学部

龍田節。 村松岐夫 中津巷ー

鈴木茂嗣 木村雅昭 中森喜彦

芝池義一 伊藤孝夫

5 経済学部

下谷政弘。 田中秀夫 岡田知弘

細川元雄

6 大学院理学研究科・理学部

西村進。(-平成 8年 3月31日)

子安増生

清永敬次

木南敦

田尾雅夫

渡辺信三

白石裕

前田達明

大獄秀夫

小島専孝

加藤利三
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玉垣良三 佐藤文隆 上杉明 荒木徹

小菅暗ニ。 (平成8年 4月 1日-) 川那部浩哉 村松繁

藤津久雄 富田克敏 前田章夫 志村令郎 原田英司

由佐悠紀 須藤靖明 牧田貢 中山英一郎 志田忠正

竹市雅俊

7 大学院医学研究科・医学部、医学部附属病院

[大学院医学研究科・医学部]

小川和朗(Q)(-平成 4年 3月31日) 福井有公。 (平成4年 4月 1日-)

日合弘 佐々木和夫 水野昇 中西重忠 池田正之

塩田浩平

[医学部附属病院]

今村貞夫。 本田孔士

8 薬学部

中川照異。 佐藤公道

田中重雄

9 工学部

加藤邦男。 卯本重郎

酒井哲郎 赤松映明

池上詞

高田光雄

津本光男

住友恒

加藤滋雄

北村隆一

田中一義
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小久見善八

光藤武明

八坂保能

片山徹

萩原朋道

三村浩史

米津義朗

小西淳二

宮嶋孝一郎

西川幸治

藤田静雄

今西幸男

谷垣昌敬

森岡茂樹

矢部寛

冬 木隆

矢島情三

北徹

川寄敏祐

高橋康夫

佐々宏一

大高幸一郎

大嶋正裕

青木一生

中保善樹

志賀正幸

藤本孝

川崎三津夫 布川美

本庄巌

橋田充

渡遁英一

一瀬英爾

古江嘉弘

増田俊夫

芹津昭示

杉山弘

飯田恭敬

橋本敏

足立紀彦



小林正美 松本勝

10 農学部

堀江武 神崎康一

荒木幹雄。 石田祐三郎

古津巌

伏木亨

高橋強

佐々木義之

宮崎昭 野田公夫

岩村倣

藤田稔

増谷晃一 山末祐二(専門委員)

赤尾健一(専門委員)

高藤晃雄(専門委員)

中坊徹次(専門委員)

縄田栄治(専門委員)

向江勝一(専門委員)

11 農学部附属農場

古川良茂

12 農学部附属演習林

川那辺三郎O 竹内典之

高柳敦

清水 昌(専門委員)

渡這紹裕(専門委員)

異鍋昇(専門委員)

渋谷正明(専門委員)

酒井徹朗 安藤信

13 大学院人間・環境学研究科

江島義道

14 (旧)教養部

i 1 総合人間学部Jと共通

15 化学研究所

大野惇吉。 松井正和

梶慶輔 高橋敵

小林隆史

小田順一

小久保正

冨士薫

A比ロヨ回一
耳cロヨ Eヨ-

高野幹夫

井上信

1079 



山崎一博 木下健次郎 杉田信之 小松紘一

16 人文科学研究所

藤弁護治。(-平成6年 3月) 冨谷至。(平成6年 4月-)

字佐美膏 水野直樹

17 胸部疾患研究所

泉孝英 竹田俊男 久世文幸 桂義元 長井苑子

久野健志 人見滋樹 和田洋巳 鈴木康弘 永田和宏

高橋正治 北市正則 前田道之

18 原子エネルギー研究所

高橋幹二 森本武 原田誠 吉川潔 吉川栄和

浅野満 尾形幸生 笠原=紀夫 塩津正博 内藤静雄

吉田起因

19 木質科学研究所

石原茂久 今村祐嗣 川井秀一 島田幹夫 高橋旨象

田中文男 則元京 林 隆 久 馬場啓一 吉村剛

渡遁隆司

20 食糧科学研究所

鬼頭誠 安本教侍 浅田浩二 木村光 森友彦

贋瀬正明 内海成 村田幸作。 吉川正明 北畠直文

21 防災研究所

今本↑専健
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22 基礎物理学研究所

冨田憲二 長岡洋介

23 ウイルス研究所

難波雄二郎。 石本秋稔

24 経済研究所

杉本昭七 岡田章

25 数理解析研究所

荒木不二洋O 松浦重武

三輪哲二 山本正生

26 原子炉実験所

松井哲男

永田俊夫

中西 裏

東 邦夫

登谷美穂子

高須達

酒井博

西原英晃。 (-平成7年 4月1日)前田 豊@ (平成7年 4月2日-)

西牧研壮

河合武

磯田潔

小林'慎江

27 霊長類研究所

杉山幸丸。 高井正成

28 東南アジア研究センタ一

山田勇

29 保健管理センター

森下玲児。

30 大型計算機センター

勝見治

武内孝之

石塚幸男

小山昭夫

山崎泰郎

蔭山幸一

米国憲司

山崎敬三
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金津正憲 阿部寿男。 石橋勇人 川原稔 安岡孝一

31 放射性同位元素総合センター

倉橋和義

32 体育指導センター

井街悠

33 ヘリオトロン核融合研究センター

大引得弘 若谷誠宏 佐野史道 近藤克己 目鳥繁行

34 放射線生物研究センター

江島洋介

35 環境保全センター

内本喜一朗 高月 紘 酒井伸一

36 情報処理教育センター

矢島情コ 藤井康雄

37 超高層電波研究センター

松本紘 深尾昌一郎。 津田敏隆 大村義治 山中大学

山本衛 中村車司 小嶋浩嗣 白井英之

38 アフリカ地域研究センター

太田至。 田中二郎

39 遺伝子実験施設
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清水 掌

40 生体医療工学研究センター

谷 嘉明

41 留学生センタ一

家本太郎

42 生態学研究センタ一

川那部浩哉 田端英雄

43 埋蔵文化財研究センタ一

清水芳裕

44 医療技術短期大学部

松本雅彦。 川井浩 月田早智子 横山文子

森永敏博 山崎あけみ

田畑勝好

1083 



第 20章

食糧科学研究所



第 21章

防災研究所



第 22章

基礎物理学研究所



第 23章

ウイルス研究所



第 24章

経済研究所



第 25章

数理解析研究所



第 26章

原子炉実験所



第 27章

霊長類研究所



第 28章

東南アジア研究センター



第 29章

保健管理センター



第 30章

大型計算機センター



第 31章

放射性同位元素総合センター



第 32章

体育指導センター



第 33章

ヘリオトロン核融合研究センター



第 34章

放射線生物研究センター



第 35章

環境保全センター



第 36章

情報処理教育センター

画 百 l-



第 37章

超高層電波研究センター



第 38章

アフリカ地域研究センター



第 39章

遺伝子実験施設



第 40章

生体医療工学研究センター



第 41章

留学生センター



第 42章

生態学研究センター



第 43章

埋蔵文化財研究センター



第 44章

医療技術短期大学部
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